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子会社の不祥事と親会社監査役

獨協大学　法学部教授　高橋　均

近時、子会社における不祥事が散見されています。
今日では、会社単体の経営から、事業部門の分社化ま
たはM&Aによって他社を子会社化することによる連結
経営が主流となっているものの、不祥事の発生は、子
会社のリスク管理体制の整備が十分でないことが原因
と思われます。例えば、自社の事業部門に所属してい
る限りは、内部監査部門をはじめ法務・財務等のコー
ポレート部門や監査役が直接的に監視・監督、監査す
ることでリスク管理を行うことができます。しかし、
分社して子会社化した後は、当該子会社は、自社でリ
スク管理を行うことが原則となります。親子会社関係
といえども、法的には、法人格が別であるからです。
法人格が別であるという点を法的観点から考えてみ
ますと、親会社の役員（取締役・監査役・会計参与）
が委任関係にあるのは、所属している親会社に対して
であり（会社法330条）※1、子会社には及びません。
委任関係にある場合は、善管注意義務の法的責任が伴
いますから（民法644条）、要するに、親会社役員は、
自社に対しては善管注意義務を負うものの、子会社に
対しては直接的な善管注意義務はないことになります。
言い換えれば、子会社の不祥事について、法的責任を

負うのは、あくまで子会社の役員です。従って、子会
社の役員が子会社の内部において、一定のリスク管理
を整備する必要があります。しかし、上場子会社等の
一部の子会社を除けば、多くの場合は親会社と異なり、
人的・金銭的な面から組織的なリスク管理体制が制約
されていることに加えて、親会社の監視・監督機能が
十分に及ばないために、結果として子会社において不
祥事が発生するという事例が散見されます。
そこで、本稿では、子会社のリスク管理において、
親会社監査役として留意しておくべき法と実務につい
て解説します。

1. 企業集団の概念
通常、グループ会社またはグループ経営という文言
を使用することがよくありますが、会社法では「企業
集団」という文言が使われ、「当
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企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして法務省令で定める体制の整備（傍
点は筆者）」と規定されています（会社法362条4項
6号）※2。「業務の適正を確保……」の箇所は、いわゆ

Ⅰ　はじめに

Ⅱ　企業集団の概念と子会社のリスク管理

※1　会計監査人も、会計監査対象会社とは委任関係にある（会社法330条）。
※2　監査等委員会設置会社では、399条の13第1項1号ハ、指名委員会等設置会社は、416条1項1号ホ。
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るリスク管理を意味する内部統制システムの整備を表
すことから※3、法は、企業集団としてリスク管理を要
請していることになります。
すると、次に問題となるのは、子会社の会社法上の
定義となります。子会社の定義は、ある会社によって
総株主の議決権の過半数を有されているか、40％以上
50％以下であっても、ある会社によって法務省令（会
社法施行規則）で定める内容で経営を支配されている
会社となります（会社法2条3号）。経営を支配されて
いるとは、役員の過半数を占有されていること、重要
な財務や事業の方針を決定する契約が存在すること、
資金調達の過半数を依存していることなどの実質支配
力が存在していることです（会社法施行規則3条3項
2号ロ～ホ）。従って、実質支配力が存在していれば、
株主総会で議決権の過半数による支配力がなくても、
会社法上は子会社となり、企業集団として一定のリス
ク管理が必要となります※4。

2. 企業集団における内部統制システム整備の主体と内容
企業集団の内部統制システムに関しては、平成27

年改正会社法施行規則によって、実務的に留意すべき
内容が定められました。
第一は、親会社として整備することが明示的に示さ
れました※5。従前は、企業集団の内部統制システム
の整備は親会社の責任で行うものとの解釈が一般的で
したが、現在は明文化されており、親会社は、子会社
の業種・業容・業態等を勘案しながら、実効的な体制
整備を行う必要があります。
第二は、企業集団の内部統制システムの整備すべき
内容として、①子会社取締役・執行役・使用人(以下、
取締役等)から親会社への報告体制②子会社の損失危
険管理体制③子会社の取締役等の職務執行の効率確保
体制④子会社の取締役等の法令・定款遵守体制が示さ
れました（会社法施行規則100条1項5号）※6。この中
で、①の子会社取締役等からの親会社への報告体制が
特に注意すべき内容です。

子会社が、事件・事故の発生や発生の恐れを把握し
たときに親会社に遅滞なく報告をしていれば、事件・
事故が対外的に明らかになる前に、その未然防止や損
害の拡大を防ぐことができた事例は数多く見受けられ
ます。しかも、親会社への報告体制については、親会
社自身も子会社からの報告を受け入れる体制整備が必
要となります。子会社を含めた内部通報制度が直接的
な方法となりますが、通報を受ける親会社の窓口担当
者の意識や報告を受けたときの処理の仕方、通報者に
対して不利益な扱いをしないことの周知徹底等、内部
通報制度が実効性のある制度設計となるためには、そ
れ相当の工夫と意識が重要になってきます。
さらに、平成27年改正会社法施行規則において、
子会社から親会社への報告体制については、子会社の
取締役等や監査役から親会社監査役への報告が内部統
制システムの一環として新たに明定されました（会社
法施行規則100条3項4号ロ）。子会社からの報告体制
については、親会社の取締役等の執行部門に加えて、
新たな報告先として親会社監査役が追加されたことに
なります。子会社を管掌している親会社の事業部門に
報告しても、当該親会社事業部門自身が不正を指示し
ていたり不正を認識したりしている状況にあった場合
には、子会社からの報告が活用されない恐れがあるか
らです。他方、法的に執行部門から独立している親会
社監査役に報告されれば、監査役としてコーポレート
担当取締役に報告したり、執行部門に第三者委員会の
設置・調査を要請したりすることも可能です。このた
めに、平成27年改正会社法施行規則の制定を契機に、
子会社から親会社への内部通報制度の通報先に、親会
社監査役を新たに加えた会社もあります。

1. 親会社監査役と子会社との関係
親会社監査役は、子会社取締役等に対して業務報告

※3　大和銀行株主代表訴訟事件において、大阪地裁は内部統制システムを「健全な会社経営を行うために、会社が営む事業
の規模、特性等に応じたリスク管理体制」と定義した（大阪地判平成12年9月30日判例時報1721号3ページ）。その後、
わが国で内部統制システムが重要視され、立法化につながった経緯がある。

※4　金融商品取引法で規定されている「財務報告に係る内部統制における有効性の評価」の対象は、連結子会社にとどまらず
持分法適用会社となる関連会社も含まれる。金融庁企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実
施基準」（平成19年2月15日公表）33ページ。

※5　会社法施行規則100条の柱書に「当該株式会社における」と明示されたが、「当該株式会社」とは条文では親会社のこと
である。 

※6　監査等委員会設置会社は、会社法施行規則110条の4第2項5号、指名委員会等設置会社は、同規則112条第2項5号。

Ⅲ　企業集団の内部統制システムと親会社監査役

情報センサー Vol.134 July 2018　　17



請求権や調査権があります（会社法381条3項）。親会
社の事業部門が子会社を利用した粉飾決算等の不正を
行った場合には、親会社の事業部門を監査しても不正
を直接発見することが困難であるため、子会社を調査
することで問題を明らかにする意義があります。この
ために、仮に親会社の一部事業部門による不正とは関
係ないことが明らかであるなど正当な理由があるとき
には、子会社は親会社監査役からの報告や調査請求を
拒否することができます（会社法381条4項）。親会
社監査役による子会社業務報告請求権・調査権は、あ
くまで親会社の取締役の職務執行を監査する（会社法
381条1項）という監査役としての職責を果たす一環で
あり、親会社監査役が子会社の不祥事を直接監査する役
割が法的に求められているわけではありません。前述
したように、子会社に対して善管注意義務があるのは、
法的には、子会社の取締役や監査役であるからです。

2. 親会社の監査役の役割
子会社の不祥事による子会社の直接的な損害の発生
は、連結決算の観点から親会社にも影響を与えるだけ
でなく、親会社が保有している子会社株式の資産価値
の減少や※7、親会社ブランドの喪失にもつながります。
また、事案によっては、親会社の監督責任が問われて、
何らかの行政罰が発生する可能性もあります。
企業集団の内部統制システムを整備するのは親会社
取締役が率いる執行部門の役割ですから、親会社の監
査役は、業務監査を通じて、取締役がその役割を適切
に果たしているか否かについて確認し、必要に応じて
指摘することが職責となります。

3. 親会社監査役の実務
それでは、企業集団の内部統制システムに関する親
会社監査役の実務は、どのようなものが考えられるで
しょうか。監査実務を考える上では、会社法施行規則で
明示されている前述したⅡ2.の①から④の内容に則っ
て執行部門の整備状況を監査していくことになります。

（1）親会社への報告体制（会社法施行規則100条1項
5号イ）
親会社への報告体制については、複数ルートが整備

されていることを確認します。親子会社間の属人的な
関係に依存せずに、何らかの問題が生じたときに、親
会社に適宜・適切に報告が行われる体制に基づいてい
ることが重要です。
報告体制の基本としては、親子会社間において、年
度計画の達成状況や収益見込み等に加えて、コンプラ
イアンス関係についても報告項目として認識されてい
ることを確認します。また、定期的な報告の場に限ら
ず、突発的な事件・事故が発生した際に、子会社から
親会社への緊急連絡体制が整備されているかについて
も確認する必要があります。また、企業集団としての
内部通報制度が整備されている場合には、内部通報制
度の親会社窓口部門の業務監査の際に、子会社から通
報があった件数や内容についても監査の対象とすべき
です。子会社からの通報件数が毎年少ない場合には、
企業集団としての内部通報制度が子会社に浸透してい
ない可能性もあるからです。
子会社の取締役等から親会社監査役への報告体制に
ついては、企業集団の内部通報制度として親会社監査
役への通報窓口が直接開設されていなくても、子会社
監査役及び監査対象部門への業務監査を通じて、結果
的に親会社監査役に対して定期的に情報が入る仕組み
になっていれば、法令に基づいた体制を整備している
と言えます。また、子会社から内部通報制度を利用し
た情報が親会社のコーポレート部門や顧問弁護士に寄
せられた場合にも、年度でまとめて報告が行われると
いうことではなく、毎月または四半期に一度は監査役
にその情報が伝達されるべきです。
　

（2）子会社の損失危険管理体制（会社法施行規則100

条1項5号ロ）
子会社損失危険管理体制とは、子会社における損失
リスクに対する予防としての平時と、リスクが発生し
た場合の有事の際に必要な体制整備が行われることで
す。この体制を構築するためには、親会社の子会社管
掌部門は、子会社のリスクが何かを把握していなけれ
ばなりません。特に、親会社の事業領域と異なる場合
は、とりわけ子会社のリスクの内容について理解を深
める必要があります。近時は、多角化のために、他の
事業領域の子会社を傘下に持つケースが増加している

※7　親会社が保有する子会社株式は、親会社の資産の一部であることから、親会社の取締役としては、子会社株式価値向上
の観点からも子会社に対する監視・監督責任があるとの主張（舩津浩司『「グループ経営」の義務と責任』商事法務、
2010年、155ページ以下、230ページ）については、今日では学会でも反対意見はほとんど見られない。
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ことから、親会社として各々の子会社のリスクを的確
に把握していなければ、リスク対応も十分にはできま
せん。
リスクについては、単にその内容のみならずリスク
の大きさの程度の認識が重要となります。例えば、食
品を扱う会社にとって、食の安全に関わるような事
件・事故は、会社経営の根幹に関わる不祥事に発展し
かねません。子会社の中に、食品関連を扱う子会社が
あれば、親会社のリスクとは異なった視点での対応が
必要となります。
親会社監査役としては、執行部門が子会社のリスク
を子会社と共有し、そのための注意喚起を定期的に行っ
ていること、内部監査部門が必要に応じて子会社モニ
タリングを実施し、その監査結果が活用されているこ
との確認が業務監査を行う上でのポイントとなります。
その際、企業集団の内部統制システムの観点から、子会
社のリスクの程度に応じたリスク管理体制が整備され
ているか否かについても、注意を払う必要があります。

（3）子会社の取締役等の職務執行の効率確保体制（会
社法施行規則100条1項5号ハ）
子会社の取締役等の職務執行の効率確保体制とは、
経営戦略の策定・経営資源の配分・経営管理体制が適
切ではない結果、過度の非効率が生じ、企業集団として
著しい損害が生じるリスクを回避する体制のことです。
親会社監査役の業務監査としては、親会社管理部門
が、子会社との間で共通の経営戦略や経営資源の配分
等の意見交換をする場を持ち、かつ定期的に検証した
上で評価・改善する体制となっているか確認すること
になります。

（4）子会社の取締役等の法令・定款遵守体制（会社法
施行規則100条1項5号ニ）
子会社取締役等の法令・定款遵守体制とは、子会社
役職員への教育・研修です。親会社としては、子会社
役職員に対して、世の中で報道された事件・事故、法
令違反を犯しやすい行為、法令の改正などを内容とす
る教育を定期的に実施することです。従って、親会社
監査役は、子会社の教育体制を企画・立案する人事教育
担当部門の業務監査の際に、その企画内容のみならず実

施状況についても確認することになります。
教育・研修体制については、自社では実施しても子
会社には任せきりにする傾向が強いように思われます。
しかし、企業集団の内部統制システムは、親会社とし
て整備しなければならないと明定されていることか
ら、仮に子会社の自主性に任せたとしても、親会社と
しては、企業集団として共通に遵守すべき項目の教育
内容を提示し、子会社がどの層を対象にどの程度の頻
度で実施したかなどの結果報告を受けるべきです。
親会社監査役は、執行部門への監査の視点として、
親子会社別々ではなく親子会社の役職員との合同の研
修会の実施、親会社作成の教材やマニュアルの子会社
への積極的な配布、親会社のコンプライアンス専門職
員を子会社に講師として派遣、親会社での社外講師に
よる講演会に子会社役職員も参加等の実行状況の確認
があります。

親会社監査役は、直接の監査対象である取締役以下
業務執行部門の業務監査を通じて、子会社のリスク管
理状況を把握することに努めることになります。従前
は、親会社の執行部門が子会社を利用した不正やその
恐れが発覚したときに、子会社を監査することにより
その実態を確かめる意味がありました。しかし、企業
集団の内部統制システムが法定化された今日において
は、親会社が整備した企業集団のリスク管理体制の整
備状況にも注意を払う必要があります。その際、親会
社自身の業務監査を活用することはもちろんのこと、
内部監査部門をはじめ会計監査人や子会社監査役とも
積極的に連携していくことが重要となってきます。
今日、内部統制システムについては、単なる構築の
みならず適切に運用されているか否かに焦点が移って
きています。企業集団の内部統制システムの整備につ
いて、親会社としての企業間競争が始まっていると認
識すべきであり、そのために親会社監査役が果たす役
割は大きいと言えます※8。

※8　一般社団法人 監査懇話会が公表している監査役監査の視点からのチェックリストは、実務上も参考になる。（一社）監査
懇話会「企業集団内部統制に関する監査役職務確認書」（2017年3月改訂）。kansakonwakai.com/（平成30年４月30
日時点）

Ⅳ　おわりに
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